
重要ミッション
「海洋状況把握（MDA）及び情報の利活用の推進」

取組状況

内閣府 総合海洋政策推進事務局

資料２



１．はじめに ～「海洋状況把握（MDA）及び情報の利活用の推進」～
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１．はじめに

① 衛星データやAI等の活用によるデータ解析手法の高度化

② シーレーン沿岸国等への面的支援

③ 「海しるビジネスプラットフォーム」の構築等による海洋情報の産業

分野への利活用促進

④ 「海しる」の普及啓発を進め、海洋情報利活用に関するコミュニティ

を構築

本日の報告事項

～「海洋状況把握（MDA）及び情報の利活用の推進」～

2



１．はじめに ～「我が国の海洋状況把握（MDA）構想」～
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２．① 衛星データやAI等の活用によるデータ解析手法の高度化

工程表上の位置づけ
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２．① 衛星データやAI等の活用によるデータ解析手法の高度化

• 衛星データやAIS情報等をAIにより分析することにより、違法活動に従事している可能性の

ある船舶を早期に検知するシステム

※一般利用を前提とする「海しる」とは異なる政府部内用のシステム

• 我が国の領海等における膨大な数の船舶から、リスクの早期発見や、その低減・縮小化を図る

ため、通常の警戒監視に加え、衛星データやＡＩ等を活用し、様々な関係府省庁が利用可能な

情報システムを開発・構築することが必要不可欠

宇宙開発利用加速化戦略プログラムにおいて開発されたAI分析技術を用いたプロダク

トを、令和7年4月から内閣府において、船舶警戒監視システム（通称「リスク判定AI」）

として運用中

衛星データ等を活用したAI分析技術の本格運用

「リスク判定AI」の概要

引き続き、内閣府において本システム（「リスク判定AI」）を運用していく

工程表上の取り組み
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２．① 衛星データやAI等の活用によるデータ解析手法の高度化

■ 結果抜粋

特に、AIS情報へ
のニーズが高い

ニーズ把握のため、ユーザー省庁に対しアンケート調査を実施済

海外展開を見据えた関係省庁のニーズを踏まえた継続開発

■ 調査項目 活用業務、使用頻度、使用時間、使用する機能、改善要望、使いやすさ、満足度

アンケート結果概要

ユーザーニーズ及び安全保障環境を踏まえた機能向上に取り組む

工程表上の取り組み

① 使用頻度 ② 満足度 ③ 改善の要望
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２．② シーレーン沿岸国等への面的支援

工程表上の位置づけ
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2．② シーレーン沿岸国等への面的支援

人材育成も含めた海外展開（同盟国・同志国等とのシステム連携）のための調査

システム連携に必要となる海外MDA機関に対する技術的調査を実施中

船舶警戒監視システム

「リスク判定AI」

外国機関 A
国内政府
機関 A

システム連携イメージ

 シーレーン等の情報は、主としてシーレーン沿岸国等からの情報が非常に重要

 シーレーン沿岸国等が自律的にMDAを実施できるよう、同盟国・同志国等と連携した、島嶼国を含めたインド太平洋

における面的支援が重要

UNODC MDA研修
（2024年フィジー）

宇宙に関する包括的日米対話
（2024年米国ワシントン）

人材育成等の取り組み

システム連携の拡大、シーレーン沿岸国等への人材育成の取り組みにより、我が国情報

収集能力の強化を図る

国内外MDA機関間
の情報共有のハブ

外国機関 B

外国機関 C

国内政府
機関 B

国内政府
機関 C

「我が国の海洋状況把握（MDA）構想」

工程表上の取り組み

UNODC MDA研修
（2025年インドネシア）

UNODC MDA研修フライト
（2025年マレーシア）
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2．③ 「海しるビジネスプラットフォーム」の構築

工程表上の位置づけ
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2．③ 「海しるビジネスプラットフォーム」の構築

「海しるビジネスプラットフォーム」導入等を見据えたニーズ調査、ニーズ発掘等

民間ニーズ把握のため、有識者及び民間企業が参加する「官民連携検討会」の開催、

企業等へのアンケート調査及びヒアリングを実施
■ 有識者委員

岩並 秀一 総合海洋政策本部 参与
小山 智之 株式会社日本海洋科学 代表取締役社長
照井 健志 国立研究開発法人 国立環境研究所 高度技能専門員
道田 豊 東京大学 総長特使 大気海洋研究所 特任教授
森田 孝明 長崎大学 特定教授 研究開発推進機構機構長特別補佐

（産学連携洋上風力人材育成コンソーシアム（IACOW） 副代表）
■ 参加企業団体

海洋関係企業（海洋産業、海洋調査、水産、情報サービス等）

（１）本システムの利用者（ターゲット）を特定すべき
（２）早期に設計方針を策定し、そのうえで、システム要件を議論すべき
（３）外国からのアクセスに対する情報セキュリティを考慮すべき

(１) 民間企業を対象としたアンケート調査をし、利活用イメージを想定する
海洋・非海洋分野の企業、情報提供企業、スタートアップ等にアンケート調査及びヒアリングを実施

(２) 海しるBPのあり方についてとりまとめた整備計画（叩き台）を作成する
海しるBPの目的、目指す機能、利活用イメージ、整備方針（データ分類、セキュリティ機能、品質、利用規約）等を整理

■ 「第１回官民連携検討会」（R７年３月１9日）

■ 「官民連携検討会 委員会」（R７年９月２９日）

官民連携検討会における主な議論

工程表上の取り組み
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2．③ 「海しるビジネスプラットフォーム」の構築

■ 実施期間： R７年１０月１４日～１１月７日

■ アンケート送付先：

■ アンケート内容：

情報の
利用側

情報の
提供側

• 入手方法（主な利用情報、入手上の課題等）

• 利用方法（必要な情報の品質・仕様・規格等）

• BPへの期待・懸念 等

• 提供方法(主な提供情報、提供上の課題等)

• 提供方法(セキュリティ方策等)

• BPへの期待・懸念 等

② 対象企業等

① 対象事業分野

• 海運、水産、海洋開発（洋上風力・海底資源等）、
防災安全、観光 等

• 海洋調査・観測、情報提供サービス等

• 一般社団法人海洋産業研究・振興協会会員企業
• スタートアップ企業
• データプラットフォームサービス企業

（２） アンケート調査の概要

※新興企業には、設立から１０年以下の企業をカウント（集計中）

（参考）アンケートの配布社数と分野別割合
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2．③ 「海しるビジネスプラットフォーム」の構築

情報プラットフォーム不在による支障 情報プラットフォームへの期待

情
報
の
利
用
者

• 情報が多様なサイトに分かれて保管されてい
る、リサーチに手間がかかる、等

• 情報の検索機能、等

• 自社取得データと掛け合わせ新たな価値を提
供したい、等

• どのような事業者がどこの海で何を実施しよ
うとしているのか把握できれば関連業者の場
合は協業・競争の申し入れをしたい

情
報
の
提
供
者

• ニーズがある調査や情報がわからない、等

• 追加で既存センサーの近傍に新規センサーを
設置することも

• ユーザー開拓、情報ニーズ受付と共有、等

• どんな情報を誰が必要としているのかを知り
たい、情報をどのように利用するかについて
も知りたい 等

• 新規衛星ビジネス創出、事業連携、不足データ
の確保支援、等

■ 情報の入手や提供における今ある課題や「海しるビジネスプラットフォーム」への期待

（３） 結果概要（中間とりまとめ）

把握したニーズを踏まえ提供サービスを検討（「海しるBP整備計画」を策定）

 「マッチング」（データ需要のマッチング、ビジネスチャンスのマッチング）に対する期待が存在
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2．④ 海しるユーザーコミュニティの形成

（１） 地方公共団体における海しるの利用実態調査

海あり都道府県・市区町村（６８５）に対し、海に関する業務における海洋情報及び

海しるの利用状況と、海しるの活用事例等について、アンケートにより調査中

コミュニティ（行政団体や民間団体）における海しるの利用状況、活用事例、機能・情報

へのニーズ等を調査

「海しる」の活用を通じた海洋の産業利用・環境保全の推進に向け、海洋情報利活用に
関するコミュニティを構築

コミュニティへの海しる活用事例の共有を通じ、海に関する課題検討の支援に取り組む

また、海しるの情報充実、機能強化、使い勝手の向上を推進する

（２） ワークショップの開催

■ 長崎県長崎市でのWS（調整中）

ブルーカーボンクレジット創出に向けた

藻場造成における海しるの活用

■ 広島県江田島市でのWS（調整中）

「30by30」※を目的とした自然共

生サイト登録に向けた海しるの活用

（３） 「海しるの使い勝手向上」に向けたシステム調査

地理空間情報を取り扱う既存の各種情報システムについて、特に以下観点から調査中

①システムが想定する主な利用層

②（想定する利用層に応じ）提供する機能やサービス上の工夫（使い勝手上の工夫）

重点戦略上の取り組み

アンケート集計状況（11/21時点）

３８％（都道府県）、２２％（市区町村）
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海洋情報
使 用

海洋情報
不 使 用海

し
る

不
使
用

海しる使用

※2030年までに、陸と海の30％以上を健全な生態系として
効果的に保全しようとする目標



3．総合海洋政策本部 参与会議 意見書（概要）への対応状況

１．海洋開発等重点戦略の重要ミッション推進に当たり留意すべき事項

（２） ＭＤＡ及び情報の利活用の推進

 「海しる」の潜在ユーザー掘り起こし等の観点から、より使い勝手の

良い形でのシステム高度化等を図るべき。

 民生ビジネス促進の観点からも、「海しるビジネスプラットフォーム」

の構築を進めるべき。

 AI等を活用したデータ解析手法の高度化に関しては、関係府省庁の

ニーズも踏まえ、情報の充実や機能の強化を図るべき。

 国際連携の推進に当たって、各国のＭＤＡ体制に応じた情報の交換

等を進めていくべき。また、情報面での協力と、シーレーン沿岸国等

への能力向上支援等を組み合わせ、効果的な連携を図るべき。

２．府省横断的施策の推進に当たり留意すべき事項

（３） 国際連携及び国際協力並びに経済安全保障を含む安全保障の確保

 国家安全保障戦略に基づき、海洋安全保障を推進することが重要。

 ＭＤＡや海上法執行をはじめとする分野における国際連携協力を引

き続き戦略的に進めることが必要。

「使い勝手」にフォーカスしたシ

ステム調査を実施中、将来の改

修時に参考として活用する

民間アンケート等によりニーズ

を的確に把握のうえ、システム

の機能等、あり方を検討する

省庁アンケートを通じ把握した

ニーズに基づき機能向上に取り

組む

情報連携に向け各国MDAシス

テムを調査する

UNODC等を通じ沿岸国MDA

能力の向上を支援する

同盟国・同志国等、国際機関、国

内関係省庁等と連携し戦略的に

我が国MDA能力の向上を図る
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